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２．大学の将来構想 

本学は平成25年に創立100周年を迎えることを見据

え、真に21世紀の研究教育拠点になることをめざして、

平成13年5月30日に「上智大学教育・研究・キャンパ

ス再興 グランド・レイアウト」を発表した。これに

より本学は、建学以来の上智大学の特色を生かし、世

界に並び立つ大学、これまで以上に高い国際評価を得

る高等研究教育機関として、その存立価値を高めるべ

く全学的な取り組みを展開している。 
本学の個性・特色は次のように明確化される。 

 建学の精神（キリスト教的ヒューマニズム）に根差

した「社会貢献」 

 本学の伝統に根差した「国際性」 

 本学の資源に根差した「学際性・文理融合」 

以上の個性・特色を発揮すべく、とくに大学院・研

究所の充実を重視し、グランド・レイアウトの大学院

部門の将来構想として以下の点が公表されている。 

① 国際的評価を受ける重点的研究の推進 

学術的貢献度が高く、国際的評価を受ける重点的研

究を奨励するため、時限的特別プロジェクトを立ち上

げる体制を確立し、既存の大学院・研究所と教育や研

究面で協力し、支援を行う。研究助成の重点化を図る。 

② 学術交流の促進 

国内外の名だたる大学・研究機関と学術交流を促進

し、共同研究を活発に行う。 

③ 大学院の高度化・多様化と実務専門家養成大学院の設立 

研究者養成と同時に、実務専門家養成をめざし、入

学試験や入学資格、卒業要件等を検討する。 

④ 連携大学院構想の推進 

国内外の研究教育機関との連携大学院構想を策定

する。 

⑤ 研究所・センターの整理・統合と研究体制の確立 

研究所・センターの充実と同時に、統合化による新

研究体制確立をめざし、大学院との有機的連携を図る。 
⑥ 研究業績主義の導入 
研究業績主義の導入にあたって、時期、方法、評価

基準等を検討する。 

⑦ 研究のための安定的な資金調達方法の確立 

科学研究費、委託研究費等、研究のための安定した

資金獲得策を検討し、また産業界との連携を図る。 

⑧ 外部評価制度の確立 

学外の第三者による客観的な評価を受けるなど、外

部評価制度の策定を検討する。 

⑨ 学内予算措置 

上記の将来構想にもとづく拠点形成のための支援

方策等としては、以下が実行に移されている。 
1) 研究教育組織の改編 
 現存の研究所・センターを再編し、上智大学研究機

構を設立した。 
 研究科の枠を超えて開講科目をクロスリストする

ことにより、より幅広い科目を提供している。 

2) 施設・スペースの整備 

 研究教育活動に関連するスペースの確保、キャンパ

ス・アメニティの形成・維持、国際交流、社会・地

域に開かれたキャンパス、地球環境への配慮、高齢

者・身障者への配慮、インフラストラクチャー整備、

防災・安全性の確保などを積極的に推進している。 
 IT基盤整備のための支援体制の確立に向けて、総合

メディアセンター（図書資料等を含む）の拡充を推

進している。 

3) 研究者及び研究支援者の措置 

 国内外の研究機関との間にネットワークを形成し、

柔軟かつ機動的な連携を図り、各機関の研究教育の

高度化、柔軟化、焦点化を促している。今後はさら

に、時限研究部門設立、任期制導入により研究の活

性化を図っていく。 

4) 学長を中心としたマネジメント体制 

 学長は学務担当理事を兼務し、上智学院全体の運営

に参加している。 
 学長のマネジメント体制を強化・効率化を図るため、

平成14年4月より従来の学務担当副学長と学生・総

務担当副学長に加え学術交流担当副学長を置き、大

学院教育や研究所・センターの充実、国際交流の促

進に専心させている。 
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３．達成状況及び今後の展望 

本学は創立100周年となる平成25年を見据え、平成

13年～17年度を、前述グランド・レイアウトの第1期、

平成18年度～22年度を第2期と位置づけ、世界に並び

立つ大学としての存立価値を高めるべく努力してきた。 
第1期において、本学は「人間の尊厳（ヒューマン・

ディグニティ）」を共通主題とし、新学部・研究科の

設置、大学院の高度化・多様化、実務専門家養成大学

院の設立、高度な研究成果創出に向けた研究体制確立

とその基盤となる総合研究所の設立、IT基盤整備・マ

ルチメディア関連施設を含めた総合メディア構想展開、

効率的かつ機能的な事務組織の構築、2号館の建築や教

職員の人事計画、財政計画など15の重要課題を掲げた。 
これらは、現在、「アジア人材養成研究センター」

「法科大学院」「総合人間科学研究科」「地球環境学

研究科」「総合人間科学部」「国際教養学部」「グロ

ーバル・スタディーズ研究科」の設置、「外国語学研

究科言語学専攻」の充実、「研究機構」の設置、平成

17年3月の2号館および上智枝川寮の竣工、平成17年4
月からの「事務組織等の改革」など、多くが「新ホフ

マン計画」の名の下に実現された。 
こうして本学将来構想の第1期を概観すると、教育

制度や研究体制、建物建設や事務組織の構築といった、

いわば「枠組み」あるいは「ハード面」を重点に取り

組みがなされたと言える。 
とりわけアジア人材養成研究センターを中心に展

開した「文化遺産教育戦略に資する国際連携の推進

（熱帯アジアにおける保存官・研究者等の国際教育プ

ログラム）」が、平成18年度文部科学省「大学教育の

国際化推進プログラム（戦略的国際連携支援）」に採

択されるなど、海外の大学等との積極的な連携を図る

本学の取り組みが高い評価を受けている。このプログ

ラムは、カンボジア王立芸術大学（RUFA）、政府ア

ンコール地域遺跡整備機構（APSARA）、在カンボジ

アのフランス極東学院等と連携し、文化遺産を地域の

文化資源と位置づけ、自然環境保全・地域発展計画に

役立つ人材を育成するとともに、文化遺産教育を国際

教育体系として確立することをめざしており、まさに

「社会貢献」「国際性」「学際性・文理融合」という

本学の個性・特色を体現するものである。 
また、大学院教育の高度化・多様化に向けての取り

組みについても、めざましい成果を上げた。具体的に

は、国際関係法と環境法に特化した選択科目群を展開

し、国際問題や環境保全に秀でた、21世紀を担う法曹

を養成するこ

とを目的とす

る法科大学院、

人間の尊厳を

重視する精神

を育み、国内外

において「人間

の尊厳」の実現

に貢献しうる学問研究や教育を行う人材を育成するこ

とを目的とする総合人間科学研究科、自然科学、社会

科学双方の手法と問題点を融合し、さらに立法、政策、

経済などをも視野に入れた、総合的で専門性の高い研

究教育を目的とする地球環境学研究科、学際的学問分

野であるグローバル・スタディーズについて従来の学

問の域を超えてボーダーレス化した複数ディシプリン

の融合を目的とするグローバル・スタディーズ研究科

がそれぞれ新規開設となるなどした。 
このほか、上智大学の組織的研究を支援し、その水

準を高め、研究成果を内外に発信することで、本学の

研究活動の発展に寄与するべく、研究機構を設置して

研究体制の確立に大きく前進を果たし、施設・スペー

スの整備に関しても、「21世紀の上智大学のメッセー

ジタワー」として、「研究教育の拠点」「快適なコミ

ュニティの場」「環境・耐震・バリアフリーへの配慮」

を基本コンセプトとし、美的で文化的な価値を持ち、

キャンパス環境、四谷の周辺環境に調和したシンボル

的建物として2号館が竣工となり、総合メディアセン

ターが置かれるなど、IT基盤整備の観点からも研究支

援体制が整った。 
平成18年度より始まったグランド・レイアウト第2

期では、研究教育活動そのものとその支援など「ソフ

ト面」を重点化する努力が展開されている。このなか

で、補助事業終了後も大学として世界的な研究教育拠

点を維持、発展させる具体的な支援方策として、特別

な学内予算措置、人事・施設の確保が行われ、研究教

育活動の継続的な運営を可能にしている。 
たとえば、補助事業により拠点が刊行してきた

AGLOS Newsをより発展させた研究誌を創刊し、日英

両語によるオンライン・ジャーナルとし、レフリー制

にもとづき、教員、大学院博士後期課程院生等の次世

代研究者などの投稿論文を掲載することや、同じく拠

点形成の一環として継続してきた国際ワークショップ、

セミナー等の開催において特別な予算措置など有効な

支援策が講じられている。 
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機 関 名 上 智 大 学 学長名 石澤良昭 拠点番号 Ｅ ２ １ 

１．申請分野 <生命科学>   Ｂ<化学・材料科学>   Ｃ<情報・電気・電子>   Ｄ<人文科学>   Ｅ<学際・複合・新領域> 

地域立脚型グローバル・スタディーズの構築 ２．拠点のプログラム名称 
（英訳名） Establishment of Area-based Global Studies ※副題を添えている場合は、記入して下さい(和文のみ)

    研究分野及びキーワ

ード 
<研究分野： 地域研究>(グローバル・イシュ)(地域間比較研究)(文 化 遺 産)(市民社会)(ガバナンス) 

３．専攻等名 
グローバル・スタディーズ研究科（外国語学研究科、平成18年4月1日変更） 
地域研究専攻、国際関係論専攻、グローバル社会専攻（比較文化専攻、平成18年4月1日変更）

４．事業推進担当者           計 ２４ 名 

ふりがな<ローマ字>

氏  名 所属部局(専攻等)・職名 
現在の専門 
学 位 

役割分担 
(事業実施期間中の拠点形成計画における分担事項)  

（拠点リーダー）  
村井
M U R A I

 吉敬
YOSHINORI

  
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ研究科地域研究専攻・教授

 
歴史学 文学博士 

  
プログラム統括（平成18年4月1日より）・GL（＝Global-Local Interaction
担当、平成16年度までのⅢ群に対応）・東南アジア社会経済論 

石澤
ISHIZAWA

 良昭
YOSHIAKI ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ研究科地域研究専攻・教授 社会経済学 経済学修士 プログラム統括補佐（平成18年4月1日より） 

拠点リーダー（平成17年3月31日まで）・GL・東南アジア史 

三田
M I T A

 千代子
C H I Y O K O ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ研究科地域研究専攻・教授 社会人類学 Ph.D. 海外研究協力拠点形成担当（ブラジル）・TP（＝Transnational Process

担当、平成16年度までのⅡ群に対応）・エスニシティ論 

私市
KISAICHI

 正年
MASATOSHI ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ研究科地域研究専攻・教授 歴史学 文学修士 海外研究協力拠点形成担当（エジプト）・TP・中東地域研究 

 

寺田
T E R A D A

 勇文
TAKEFUMI ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ研究科地域研究専攻・教授 文化人類学 Ph.D. プログラム統括補佐・事務局統括・海外研究協力拠点形成担当（フィ

リピン）・GL・国際シンポジウム（国内）担当 

幡谷
H A T A Y A

 則子
N O R I K O ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ研究科地域研究専攻・助教授 都市社会学 国際学修士 GL・ラテンアメリカ地域研究 

赤堀
AKA H O R I

 雅幸
MASAYUKI ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ研究科地域研究専攻・助教授 人類学 社会学修士 事務局担当（会計）・GL・中東地域研究 

谷
TANI

 洋之
HIROYUKI ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ研究科地域研究専攻・助教授 経済発展論 国際学修士 海外研究協力拠点形成担当（メキシコ）・事務局担当（選書）・TP・

ラテンアメリカ地域研究 

川口
KAWAGUCHI

 和子
K A Z U K O ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ研究科国際関係論専攻・

教授 
法社会学 法学博士 GD（＝Global Dynamics担当、平成16年度までのⅡ群に対応）・国際法

社会学 

中村
NAKAMURA

 雅治
MASAHARU ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ研究科国際関係論専攻・

教授 
政治学 国際学修士 GD・ヨーロッパ地域研究 

野宮
N O M I Y A

 大志郎
D A I S H I R O ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ研究科国際関係論専攻・

教授 
社会学 Ph.D.  GD・社会紛争とガバナンス 

下川
SHIMOKAWA

 正嗣
MASATSUGU ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ研究科国際関係論専攻・

助教授 
国際経済学 経済学博士 若手研究者育成指導担当・TP・国際開発政策学 

（平成17年4月1日より事業推進担当者追加） 

岸川
KISHIKAWA

 毅
TAKESHI ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ研究科国際関係論専攻・

助教授 
比較政治学 国際学修士 事務局担当（ホームページ作成）・若手研究者育成指導担当・TP・

ラテンアメリカ研究 

Linda
R I N D A

 GROVE
G U R O B U

E

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ研究科ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ社会専攻・

教授 
歴史学 Ph.D. 海外研究協力拠点形成担当（中国）・若手研究者育成指導担当・GL・

中国近現代史 

John
J O N

 CLAMMER
K U R A M A ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ研究科ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ社会専攻・

教授 
都市社会学 D.Phil. GD・東・東南アジアの都市社会学 

小林
KOBAYASHI

 宏光
HIROMITSU ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ研究科ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ社会専攻・

教授 
美術史 Ph.D. TP・中国美術史 

Mark
M A K U

 MULLINS
M A R I N Z U ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ研究科ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ社会専攻・

教授 
宗教社会学 Ph.D. 若手研究者育成指導担当・GL・東アジアの宗教 

（平成17年4月1日より事業推進担当者追加） 

David
D E B I T T O

 WANK
W A N K U ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ研究科ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ社会専攻・

教授 
社会学 Ph.D. 事務局担当（理論研究）・GD・中国社会論 

 

Sorpong
S O R U P O N

 PEOU
P O ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ研究科ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ社会専攻・

助教授 
国際政治学 Ph.D. GD・東・東南アジアの国際関係 

James
J E M U Z U

 FARRER
F A R A ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ研究科ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ社会専攻・

助教授 
社会学 Ph.D. TP・グローバル都市論 

（平成16年4月1日より事業推進担当者追加） 

安野
A N N N O

 正士
TA D A S H I ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ研究科ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ社会専攻・

助教授 
国際政治学 Ph.D. ホームページ作成担当補佐・GD・ナショナリズム論 

中野
N A K A N O

 晃一
K O I C H I ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ研究科ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ社会専攻・

助教授 
政治学 Ph.D. 事務局担当（編集出版）・TP・官僚制 

加藤
K A T O

 浩三
K O Z O 法学研究科法律学専攻・助教授 政治経済論 Ph.D. GD・アジア地域主義（平成16年4月1日より事業推進担当者追加） 

三浦
M I U R A

 まり
M A R I 法学研究科法律学専攻・助教授 政治学 Ph.D. 事務局担当（成果公開）・GL・日本政治経済 

（平成17年4月1日より事業推進担当者追加） 

５．交付経費（単位：千円）千円未満は切り捨てる （  ）：間接経費 

年  度(平成) １ ４ １ ５ １ ６ １ ７ １ ８ 合  計 

交付金額(千円) 60,000 53,000 45,000 37,000 
（ 3,700 ）

35,040 
（ 3,504 ） 230,040 
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６．拠点形成の目的 
現代世界を形作る社会現象の多くが、既存の国民国

家の枠を超え、また従来の学問領域の分類に収まりき

らなくなってきているとの問題意識のもとに、本拠点

では、国境を越える現象を研究の対象とする新興の学

際的学問分野であり、近年世界各地の大学において取

り上げられているグローバル･スタディーズ（Global 
Studies）を、日本において初めて本格的に研究･教育プ

ログラムの中心に置くものである。 
グローバル･スタディーズとは、現代世界を各地域

が政治･経済･文化的な様々なプロセスによって繋がれ

たグローバル化した社会として捉え、人･思想･技術･

金融などの超国家的な流れや、それらグローバルな動

きと地域社会･歴史との間の相関作用を研究対象とす

る。本拠点ではとりわけ後者に力点を置き、世界初の

地域立脚型グローバル･スタディーズの構築をめざす。 
本拠点では、グローバル化した社会の新たな諸現象

の理解のために、旧来

の学問分野の枠組みを

超えた学際的なアプロ

ーチを重視するが、同

時に、世界的レベルで

学術的に意味のある形

で研究対象を分析する

には、先行研究や理論

などを確実に踏まえる

必要があり、これらは従来の学問領域（政治学･社会学･

文化人類学･歴史学など）に確固として依拠するべきで

あると認識し研究･教育を行う。こうした考えから、言

語学専攻とともに外国語学研究科を構成してきた地域

研究･国際関係論･比較文化の3専攻をグローバル･スタ

ディーズ研究科へと改組（比較文化専攻はグローバル

社会専攻に名称も変更）し、ディシプリンの基礎とイ

ンター･ディシプリナリな研究の両立を図ることを検

討している。 
さらに本拠点の特色としては、グローバル･スタデ

ィーズにふさわしい真にグローバルな研究環境があ

げられる。第1にはバイリンガルな研究教育環境の維

持発展があり、本拠点はすでに比較文化専攻において

英語のみで大学院教育を行ってきた実績を有し、全体

としても英語等を媒体に世界へと発信する研究実績と

活発な留学生教育の経験を有している。第2には海外

研究協力拠点を含む国際ネットワークの整備である。

まずはカンボジアにある上智大学アンコール研修所を

アジア人材養成研究センターへと改組し、アジア地域

の人材養成に貢献することから、海外研究協力拠点網

形成は開始される。さらには、本学に既存する100校
を超える協定校（本事業申請時）との学術交流をいっ

そう強化し、関心を同じくする海外諸国のグローバ

ル･スタディーズ大学院との連携を志向して、それら

も海外研究協力拠点網へと組み込む。それら海外の研

究教育機関は、教員のみならず、大学院学生･ポスドク

にとっても、現地調査･現地指導･シンポジウム発表な

どの拠点として機能し、未来の世界をリードする研究

者の育成に資することになる。 
これまでのグローバル･スタディーズが、主に欧米

において発展してきた学問であることから、ともすれ

ば西洋中心主義に陥りがちであったことを考えると、

日本･アジアに根差し、従来からアジア、中東、ラテ

ンアメリカの研究に高い水準を示し、学際的に比較の

視点をもって、これらの地域での国際関係、社会発展、

文化遺産に特別な研究関心を払ってきた本拠点が、地

域立脚型グローバル･ス

タディーズの構築によっ

て世界の学界潮流に与え

るインパクトは少なくな

いと考える。 
すでに世界的に知られ

るアンコール遺跡国際調

査団の活動や英文学術誌

『モニュメンタ･ニッポ

ニカ』などを足がかりに、本拠点では、グローバル化

時代のガバナンス、市民社会と開発、文化とアイデン

ティティーなどの問題について、日本・アジアから世

界をリードする研究成果と創造的人材を送り出すこと

をめざす。とくに、本拠点の形成にあたっては、若手

研究者とポスドク･大学院学生が事業推進担当者に劣

らず、積極的な役割を果たすことが期待される。 
グローバルな問題に対する本拠点での積極的な取

り組みは、学術的な価値そのものに加えて、日本社会

にとっても国際社会の中での日本の役割にとっても、

大いに意義があると考えられる。日本国内における地

球規模問題の真にグローバルな理解の推進と、世界レ

ベルでのグローバル･スタディーズに日本･アジアの

視座から発信することは、本拠点を構成する地域研究、

国際関係論、比較文化の3専攻が、真に今日的な研究へ

とその研究教育内容をシフトし、これを中心に本学が

世界的研究教育拠点としての声望に適う実質性を深め

るのにきわめて重要である。 
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７．研究実施計画 
本拠点の研究計画は、政治的、社会経済的、文化的

側面より、Ⅰ群「グローバル化の中の政治」、Ⅱ群「グ

ローバル化の中の社会・経済」、Ⅲ群「グローバル化

の中の文化」の3群に構成されてきた。グローバル化

に起因する諸現象は、地理的な越境を特徴とするだけ

でなく、その解明のためにもグローバル（包括的）な

アプローチを必要とすることから、各研究群内におい

ては学際性を重視し、3群の事業推進担当者は密接な連

携を保ち研究計画を実施してきたが、中間評価を経て、

プログラム全体を統合するグローバル･スタディーズ

の概念のいっそうの明確化が図られた。そこで、真に

特徴ある明快な拠点形成のために、上記

3群を全面的に再編し、従来のディシプ

リン・ベースの構成から、グローバル･

スタディーズ理論の主たるアプローチ

をベースにしたものに研究計画を変更

するなどし、平成17年度以降さらに改善

された形で、下記のように地域立脚型グ

ローバル･スタディーズを構築すること

とした。 

①拠点リーダーである石澤良昭が学長、事業推進担当

者であるLinda GROVEが新設の学術交流担当副学長

職に就いたことにより、平成17年4月をもって、石澤を

拠点代表、プログラム統括補佐であった村井吉敬を拠

点リーダーとし、全学の活動とより緊密に連携し、さ

らに広く全学の支援を得た拠点形成を実現する。 

②研究プロジェクトのうち特に優れたものに予算の重

点配分を行い、また、グローバルな政治社会の形成を

視野に入れた理論を主軸にした｢グローバル･ダイナ

ミックス｣、国境を越える事象に焦点をおいた「トラ

ンスナショナル・プロセス」、        
グローバル化と地域固有性の相

関関係を精査する「グローバル･

ローカル相互作用」の3アプロー

チに絞ってグローバル化概念を

明確に分析することをめざす。 

③各研究プロジェクトの研究成果を結集

し、「地域立脚型グローバル・スタディ

ーズ叢書」として、上述のアプローチ別に上智大学

出版より順次刊行する。 

④上記3アプローチに沿う形で、平成15年度より3回の

グローバル・スタディーズ・シンポジウムシリーズを

企画開催している。第1回（平成15年12月）はグローバ

ル・ダイナミクスの一環としてグローバルな規範、第2
回（平成16年12月）はトランスナショナルなプロセス

として紛争と難民、第3回（平成17年11月）はグローバ

ル・ローカルな相互作用の一例として消費社会の宗教

をそれぞれ主題に据え、全体会議に加え大学院学生主

体のワークショップ、専攻教員個別のファカルティ・

ワークショップを2日目に行い、研究領域や研究組織の

緊密な協働と相互浸透を実現している。 

⑤カンボジアのアジア人材養成研究センターをモデル

に、海外研究協力拠点の継続的な形成を遂行していく

過程で、地域立脚を重視する立場から、海外研究協力

拠点で国際ワークシ

ョップを実施し、そ

の際にはグローバ

ル･スタディーズの3
アプローチとの連関

性を明らかにしつつ、

また若手研究者の積

極的な参画を推進す

る。 

⑥外国語学研究科の

4専攻のうち、本拠点を構成する3専攻をグローバル・

スタディーズ中心に再編し、本研究計画に根差した持

続的な研究者養成を行うことを構想してきたが、平成

18年度にグローバル･スタディーズ研究科を開設、こ

の中に研究科横断型｢地域立脚型グローバル･スタデ

ィーズ｣プログラムを新設し、本研究教育拠点の継続

的発展を確実なものとする。 

⑦事業推進担当者や大学院学生など若手研究者、海外

の研究協力者が本拠点形成事業の一環として行った口

頭発表のうち、とくにすぐれたものを集成して、英文

ワーキング・ペーパーズとして刊行し、また日英両語

研究成果広報誌AGLOS Newsによって研究の進展状況

を広く国内外に伝える。 

⑧グローバル・スタディーズ関連図書・資

料の系統的な収集を進める。この分野の資

料がまとまって用意されている機関は国

内にほとんどなく、本拠点の事業推進にと

って重要である。 

⑨ホームページを整備し、本拠点事業を効

外に発信する他、AGLOS Newsや成果刊行

物の系統的な交換を行って、国内外の研究機関との交

流を深める。 

率的に国内
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８．教育実施計画 

① 申請時における博士後期課程の状況 
申請時において、本拠点の基盤となるのは、地域研

究、国際関係論、比較文化の3専攻であるが、比較文化

専攻は博士前期課程の教育に特化しており、博士後期

課程がおかれているのは地域研究専攻と国際関係論

専攻である。両専攻は、定員各15名と18名に対し、そ

れを上回る数の学生が開設以来常に在籍し、入学志望

者数も相当数に上る。中核専攻である地域研究専攻は

平成9年度に開設された比較的新しい専攻であるが、

開設以来5年近くを経て、いよいよ課程博士の取得者

が本格的に現れようとしている段階にあり、国際関係

論専攻でも博士号授与は着実に実施されている。 
地域研究専攻博士後期課程の学生は2年以上の留学

および現地調査を通例としており、従来、文部科学省

アジア諸国等派遣留学制度や民間財団の研究助成を得

て、各国に長期滞在を果たしてきた。日本学術振興会

特別研究員（DC）等への採用も順調になされており、

加えて、日本政府国費留学生等として来日する外国人

留学生の受け入れも両専攻において積極的に行われて

いる。 

② 本拠点事業による若手研究者支援 
本拠点は両専攻他の学生等に対して、事業推進担当

者が担当する研究プロジェクトへの参加を促し、そこ

で研究報告を行い、その成果をワーキング・ペーパー

として刊行することを奨励する。それらは原則として

英語によるものとし、英語を母語とする多数の教員を

含め、複数の事業推進担当者による集中的な指導を行

い、英語による大学院教育の成果蓄積を充分に反映さ

せて、水準の高い論考に仕上げる。 
調査とその技能の習得についてはCOE若手研究者

を公募し、競争的に海外における研究調査活動に対す

る研究資金を提供して、事業推進担当者と海外研究協

力拠点における協力研究者が緊密な連絡の下に指導

を行う体制を確立する。さらに、カンボジアのアジア

人材養成研究センター他の海外研究協力拠点におい

てシンポジウム等を開催するに際しては、必ず若手研

究者を発表者に組み込み、本学において開催する国際

シンポジウムでは、学生が組織し発表するワークショ

ップを開催する。 
他方、共用のコンピューターや大学のそれに接続し

た独自のネットワークなど、大学院学生への情報機器

の提供を強化し、学生に研究上での利便をもたらすと

同時に、将来的に必要となる実践的技能の習熟を図る。

日英語によるウェブサイトの構築と展開も、事業推進

担当者と国内外の専門家の間の研究上の連絡や、拠点

の研究成果の社会一般への還元だけではなく、拠点に

おいて研究に邁進する学生や、本拠点に関わりつつ、

留学や調査の目的で広く世界各地に赴いて活動する若

手研究者への情報提供と連絡に積極的に役立てる。 
若手研究者のキャリア形成の一助とすべく、本拠点

は日本学術振興会特別研究員（DCおよびPD）等の採

用を組織的に支援し、また特別研究員（PD）を積極的

に受け入れる。また、公募によりCOE研究助手の採用

を行い、事業推進担当者同様に積極的に拠点形成に参

加せしめて、研究者としての成長を促す。拠点を構成

する専攻と不可分な関係にある本学の研究所（アジア

文化研究所、イベロアメリカ研究所など）は、共同研

究員もしくは客員研究員として若手研究者を受け入

れ、修了者にポスドクとして研究継続のための身分を

保証する。TAおよびRAなどの制度整備をこれまで以

上に進めるよう全学的に働きかけ、学生が研究教育の

推進に必要な技能を学びつつ、生活支援が受けられる

形を整える。 

③ 研究科開設に向けた制度改革 
本拠点は、拠点に関連する大学院科目を、グローバ

ル・スタディーズ研究科への再編をにらんで、さらに

充実させることを、制度面での改革の第1歩とする。本

来英語のみで教育を行っている比較文化専攻以外で

も、地域研究専攻で英語による輪講「グローバル・ス

タディーズと地域研究」を開講するなどし、全面的な

クロスリスティングによって、研究科全体の教育資源

を、若手研究者が広範に利用し、専攻を越えて相互に

交流してたがいに刺激を与えつつも、それぞれの専門

の独自性と重要性を充分に認識し、それぞれの分野で

の新しい研究の形を模索できるよう配慮する。 
教育実施計画に関しての最重要課題は、プログラム

完了後も持続的に若手研究者を養成する研究教育機関

としてのグローバル・スタディーズ研究科を開設する

ことにある。理事会の諮問機関として外国語学研究科

再編についての予備調査会を、本拠点リーダーを座長

として設け、ディシプリンの基礎とインターディシプ

リナリな研究、バイリンガルな研究教育環境などを特

色とした研究科横断型大学院プログラム「地域立脚型

グローバル･スタディーズ」を含むグローバル・スタ

ディーズ研究科を平成18年度に新設するべく、力を傾

けることとなった。 
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９．研究教育拠点形成活動実績 

① 目的の達成状況 
1) 世界最高水準の研究教育拠点形成計画全体の目

的達成度 
拠点形成計画全体としての最終的な目的は、言うま

でもなく地域立脚型グローバル・スタディーズの構築

であった。世界最高水準の拠点として1つの学問領域を

構築しえたかについては国際的な評価を待たざるをえ

ない。しかし、平成19年2月にカリフォルニア大学サン

タ・バーバラ校において、グローバル・スタディーズ

の推進と世界的拠点間の交流・協力を目的に国際会議

が開かれた際、本拠点が招聘を受けたことは特筆すべ

きであり、本計画が海外の第3者から見ても「２．想

定どおりの成果を挙げた」ことを明確に示唆するもの

といえるだろう。 
世界中から12大学（米・デューク大学、中国・復旦

大学、韓国・漢陽大学、英・ロンドン・スクール・オ

フ・エコノミックス、独・ライプツィッヒ大学、南ア・

ステレンボッシュ大学など）がこの国際会議に参加し

た中で、本拠点は、グローバル・スタディーズ研究科

の開設により国際的に最高水準の教育研究拠点を実

現したと認められた。これにより、本学は、今後さら

に他の研究教育機関を募って、コンソーシアムを立ち

上げるに際して、リーダーシップを取ることを要請さ

れた。海外研究協力拠点を含む国際ネットワークの整

備を進め、海外諸国のグローバル・スタディーズ大学

院との連携をめざした本拠点の目的は十全に達成され

たといえる。 
2) 人材育成面での成果と拠点形成への寄与 
若手研究者を積極的にCOE研究助手（5名）や日本

学術振興会特別研究員（DC）（2名）として採用し、

また公募によりCOE若手研究者採用と研究支援（のべ

50名）を活発に行った。また、本拠点での国際シンポ

ジウムでは毎回、2日目に若手研究者たちが自ら主体と

なって、企画、運営から実際の研究発表まで行うとい

う方式を採用した。のべ9回開催された海外研究協力

拠点等で国際シンポジウムにおいても若手研究者の

研究成果発表の場を設け、本拠点の特色である多言

語・多文化的な研究教育環境の維持発展を促し、日本・

アジアから世界を

リードする研究成

果と創造的人材を

送り出すことに意

を尽くした。 
国際的な研究発

表に重点を置いた

拠点形成活動への

主体的参画を通じ、

本拠点で若手研究

者を育成した結果、

専攻の多くの学生

が事業推進担当者

の指導下に本拠点

事業に関わること

となり、学生の成果発表数もかなりの伸びを示し、博

士号の授与数も顕著に増加し、さらには国内外の機関

に教育研究職を得て、国際的に活躍する人材を輩出す

ることができた。これらの若手研究者は、拠点が今後

刊行する予定の多くの成果刊行物においても、成果を

積極的に発表し、継続して拠点形成に貢献する予定で

ある。 
3) 研究活動面での新たな分野の創成と、学術的知見

等 
本拠点における研究活動によって、地域立脚型グロ

ーバル・スタディーズという新たな学術分野が創成さ

れた。その形成過程については逐次に研究成果広報誌

AGLOS News（1～9号）やワーキングペーパーSophia 
AGLOS Working Paper Series（1～15号）で公開してき

たが、もっとも包括的な研究成果は、現在、地域立脚

型グローバル・スタディーズ叢書（全6巻・上智大学

出版）として順次公刊準備が進められている。各巻の

タイトル（仮題を含む）は以下の通りである。 

第1巻『グローバル社会のダイナミズム―理論と

展望』 
第2巻『トランスナショナル・ネットワークの諸

相―生産・流通・消費』 
第3巻『貧困・開発・紛争―グローバル／ローカ

ルの相互作用』 
第4巻『グローバル化の中の宗教文化―グローバ

ルな移動／ローカルな信仰』 
第5巻『グローバルな規範／ローカルな政治―民

主主義の行方』 
第6巻『グローバル／ローカル―文化遺産』 

この叢書は「地域に立脚する」ことを正面から考え、

グローバル・スタディーズの再構築に取り組んでおり、

その結果、「地域」概念自体を「アイデンティティー」

と「エージェンシー」の2つの分析枠組みとして問い

直し、新たに「地域内地域」研究と「グローバル化す

る地域」の研究という2つの将来的な学術的な方向性

を提示する理論的成果を共通の特色としている。 
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このほか、従来の地域研究の

枠を超えて、積極的にアジア・

世界の中の日本について研究

と考察を深めたことも本拠点

で得られた学術的知見をユニ

ークなものにした。その一部は

『ヤスクニとむきあう』（めこ

ん社、2006年）としてすでに刊

行されている。 
4) 事業推進担当者相互の有機的連携 
本拠点が重要であると考える論点が3点に絞られる

ことから、活発な研究活動を展開するための組織をす

でに述べたように（a）グローバル・ダイナミックス、

（b）トランスナショナル・プロセス、（c）グローバ

ル・ローカル相互作用の3グループに分けて構想した。

（a）グループで、拠点リーダーを中心に経済学、政治

学、社会学、人類学、歴史学などを専門とする事業推

進担当者、若手研究者、研究協力者が結集し、グロー

バル社会の展開を巡る理論・概念整理を行い、その研

究成果を上記叢書の第1巻として

まとめたように、各グループは専

攻を横断して教員が協力する基

礎をこれまで以上に確固とし、今

後の研究教育に生かされる有機

的連携が構成された。 
5) 国際競争力ある大学づくり

への貢献度 
本拠点が国際水準の教育研究

拠点として認知された結果、世界的なグローバル・ス

タディーズ・コンソーシアム構想の幹事校に選任され

るに至ったことについては既述の通りである。 
また、カンボジア王国シェムリアップ州においた海

外拠点であるアジア人材養成研究センターにおける

教育研究活動も国内外で高い評価を受けており、その

文化遺産教育に関わる取り組みは平成18年度に文部科

学省「大学教育の国際化推進プログラム（戦略的国際

連携支援）」に採択されるところとなった。 
このほかラテンアメリカにおける海外研究協力拠

点ネットワークからも、ブラジル・サンパウロ大学や

メキシコ・グアダラハラ大学との間に新たに学術交

流・研究協力協定を締結するなど、人的交流、グロー

バル化現象に関する「持続的定点観測」、国際シンポ

ジウムの開催、刊行物の刊行等に関し中長期的な協力

関係の構築が行われ、本学全体としての海外協定校は

120校を超えるまでとなった。 

6) 国内外に向けた情報発信 
日英語のウェブサイトやメーリングリストによる

発信は言うまでもなく、本拠点および海外拠点におい

て実施した国際シンポジウムは5年間で20回を数え、

広く研究成果を発信することを可能とした。カンボジ

アのアジア人材養成研究センターでの4回のシンポジ

ウムのほか、カイロ、サンパウロ、グアダラハラ、山

西省晋中の海外研究協力拠点において研究成果報告

を行い、現地メディアにも取り上げられるなどした。

またこうしたシンポジウムで公表された学術的知見は、

日英語やポルトガル語などで単行本やワーキング・ペ

ーパーズ、研究成果広報誌の形にまとめられ、国内外

の教育研究機関に向けて頒布された。このほか、本拠

点で行われた国際ワークショップの研究成果の一部が、

英国日本研究協会の刊行する国際学術誌Japan 
Forum18巻3号（2006年）の特集号として公刊され、最

新の日本研究の成果を本拠点から広く世界に発信する

ことができた。 
7) 拠点形成費等補助金の使途について（拠点形成の

ため効果的に使用されたか） 
拠点形成費等補助金の使途を

定めるに際しては、COE若手研究

者への研究費を除いて、事業に参

加する個々人の研究に関わる支

出は各個が獲得した競争的資金

によるものとし、拠点全体に関わ

る公共性の高い支出を極力優先

した。加えて、短期的に使用され、

事業完了後にも同規模の支出に向けた予算を繰り返し

必要とするような使途も抑制し、今後継続的な効果を

発揮しうると考えられる支出を重視した。 
人件費、とくにCOE研究助手2名の雇用費が予算規

模全体から比すると比較的重かったと言わざるをえな

いが、他方で、本拠点が展開した活動を行うにはさら

に多くの研究支援者を必要としたのは事実であり、そ

の点では事業推進担当者に過大な負担がかかること

になったのは反省すべきであった。しかし、全体とし

ては助成金の使途は、とくに事業の終盤においてきわ

めて体系的であった。それは交付申請書における申請

予算内訳と実績報告書における実支出額の内訳がほ

とんど合致している点にも現れている。 
他方、平成17年度から認められた間接経費は、新研

究科の開設にあたって必要となる、さまざまな形での

初期投資をこれによってまかない、よりよい研究教育

環境を整備するのに大きく役に立ったといえる。 
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② 今後の展望 
持続的な国際水準の研究教育拠点の形成という本

計画の最終目的を考えたとき、平成18年度に日本初の

グローバル・スタディーズ研究科が開設されたことが

きわめて重要である。同研究科は、新興の学際的学問

分野であるグローバル・スタディーズについて、従来

の学問の域を超えてボーダーレス化した複数ディシプ

リンの構築をめざすべく、より総合的な学術研究の推

進を図り、地域研究、国際関係論、グローバル社会等

の分野において、複数の学問分野から取り組むことを

可能としたのである。 
本拠点での5年間にわたる活発な研究活動で明らか

にされたように、今日、地球社会に起こっているグロ

ーバル・イッシューと呼ばれる課題は、地球社会の深

層部の地殻変動を伴っている。こうしたいわば時代の

要請を受けて世界的にみても先駆的に設置された本拠

点、すなわちグローバル・スタディーズ研究科では、

地球社会に対する新しい貢献を行なう人材を養成して

いくのにふさわしい教育方法・内容を構築した。 
とりわけ、グローバル社会専攻では、博士前期課程

に比較日本研究、国際経営開発学、地域立脚型グロー

バル社会研究の3コースを置き、博士後期課程を新た

に設け、グローバル社会研究を専門とするという革新

的な制度構築が達成された。また、グローバル社会専

攻では原則として教育のすべてが英語で行われ、研究

科全体としてもバイリンガルな研究教育環境という特

色を一層強化することができた。 
比較日本研究コースでは「日本」を世界に発信でき

る人材を養成することを教育目標に、国際・比較の視

点を重視したカリキュラム構成によって、多面的な比

較日本研究教育を実施し、国際経営開発学コースでは、

国際的な視野からビジネスや開発政策を捉えつつも、

日本とアジアに焦点を置き、統計的方法論や調査方法

論などの強固な基盤のもとに、国際経営学および開発

政策に特化して実社会に有用な分析スキルや知識を獲

得するカリキュラム構成を行った。 
本拠点の事業推進担当者を結集し、専攻を横断する

形で設計した地域立脚型グローバル社会研究コース

においては、グローバル化した社会の新たな諸現象の

理解のために、旧来の学問分野の枠組みを超えた学際

的なアプローチを重視し、政治学・社会学・歴史学の

学問領域の基盤の上に、グローバルな現象と地域社会

の相互作用に焦点を置いて研究･教育を持続的に行う

体制が構築され、専攻内では、このコースのみが博士

後期課程にまで一貫して、すぐれた若手研究者の要請

を行う形が実現された。 
他方、本拠点の中核専攻であった地域研究も、地域

立脚型グローバル・スタディーズを、地域立脚の側か

ら支えるという研究科内での要請と位置づけに充分に

応えるべく、さらなる変革の努力を重ねつつある。国

際関係論専攻もまた、グローバル社会における国家と

国家間関係のあり方を問う、新しい研究分野へのシフ

トを急速に進めていく予定である。 
グローバル・スタディーズ研究科全体での研究教育

活動に関する有機的連携を今後も育み続ける目的で、

本拠点事業を受け継ぐ形で国際シンポジウム開催と

インターネットを用いた研究成果広報誌の運営もす

でに決定している。 

③ その他（世界的な研究教育拠点の形成が学内外に

与えた影響度） 
学内において、本拠点の形成は研究教育両面での波

及的な活性化をもたらした。研究面では、例えば人間

文化研究機構との共同による「NIHUプログラム・イ

スラーム地域研究」の一環として、同機構と本学アジ

ア文化研究所の協力のもと、上智大学アジア文化研究

所イスラーム地域研究拠点（SIAS）が平成18年度に設

置され、また教育面では、平成17年度に地域研究専攻

の「現代世界に貢献する地域研究」プログラムが「魅

力ある大学院教育」イニシアティブに、平成18年度に

は全学として「熱帯アジアにおける保存官・研究者等

の国際教育」プログラムが「大学教育の国際化推進プ

ログラム（戦略的国際連携支援）」に採択されるなど

しており、それらは第3者機関による高い評価の現れと

いえる。 
学外への影響度を示唆するものとしては、上述のよ

うに世界的なグローバル・スタディーズ・コンソーシ

アムの立ち上げに際して幹事校に推挙されたほか、次

の世代の地域研究者を育成する教育組織の全国的な連

携のために、平成16年度に結成された地域研究コンソ

ーシアムにも当初より参加し、現在は幹事組織として

積極的に参画していることがあげられる。 
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機 関 名 上 智 大 学 拠点番号 Ｅ２１ 

拠点のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称 地 域 立 脚 型 グ ローバル ・スタデ ィーズの 構 築 

１．研究活動実績 

①この拠点形成計画に関連した主な発表論文名・著書名【公表】 
 ・事業推進担当者（拠点リーダーを含む）が事業実施期間中に既に発表したこの拠点形成計画に関連した主な論文等 

〔著書、公刊論文、学術雑誌、その他当該プログラムにおいて公刊したもの〕） 
・本拠点形成計画の成果で、ディスカッション・ペーパー、Ｗｅｂ等の形式で公開されているものなど速報性のあるもの 

※著者名（全員）、論文名、著書名、学会誌名、巻(号)、最初と最後の頁、発表年（西暦）の順に記入 

    波下線（   ）：拠点からコピーが提出されている論文 

下線（   ）：拠点を形成する専攻等に所属し、拠点の研究活動に参加している博士課程後期学生 

赤堀雅幸「ムスリム民衆研究の可能性」佐藤次高（編）『イスラーム地域研究の可能性』イスラーム地域研究叢書1、東京大学出版

会、185-210頁、2003年。 
赤堀雅幸「イスラームと多元主義、イスラームの多元主義」泉邦寿他編『グローバル化する世界と文化の多元性』上智大学出版、

79-96頁、2005年。 
赤堀雅幸他（編）『イスラームの神秘主義と聖者信仰』イスラーム地域研究叢書7、東京大学出版会、2005年。 
石澤良昭「アンコール王朝史の新局面―アンコール・ワット付近から廃仏274体と千体仏石柱の発掘」『東南アジア―歴史と文化』

31巻、3-26頁、2002年。 
石澤良昭「海のシルクロードと東南アジア古代国家の形成」「前アンコール時代の碑文に見られる神の区域」初期王権研究委員会

（編）『東南アジア・南アジア・アメリカ大陸編』古代王権の誕生2、角川書店、9-18、35-49頁、2003年。 
石澤良昭（監修）「特集 アンコール文明を科学する」『季刊文化遺産』18号、2-69頁、2004年。 
石澤良昭『アンコール・王たちの物語』NHK出版、2005年。 
加藤浩三「ドル体制とアジア太平洋地域相互依存」『社会科学研究』54巻2号、101-126頁、2003年。 
加藤浩三「国際協力と私的利益」『レヴァイアサン』34号、157-160頁、2004年。 
私市正年・栗田禎子（編）『イスラーム地域の民衆運動と民主化』イスラーム地域研究叢書3、東京大学出版会、2004年。 
私市正年『北アフリカ・イスラーム主義運動の歴史』白水社、2004年。 
私市正年「マグリブ中世史料にみえるバラカ概念の変化と聖者崇拝の発展」『東洋史研究』64巻1号、74-103頁、2005年。 
岸川毅「メキシコPRI体制の『静かな移行』と政治社会の再編」『国際政治』131号、16-32頁、2002年。 
岸川毅「ポスト国民党体制のモデルなき民主化」『日本台湾学会第六回学術大会報告者論文集』154-163頁、2005年。 
岸川毅「アジアとラテンアメリカの政治・外交：接近する地域、多元化する関係」『アジア遊学』76号、42-51頁、2005年。 
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拠点による速報性のある刊行物 

AGLOS News no. 1-9.（研究成果広報誌） 
Sophia AGLOS Working Paper Series no. 1-15. 

上記WPSは大学院学生の論文を数多く収録し、日英語以外の論集なども刊行している。 
eg. FUKUTAKE Shintaro (ed.), Conflicts, Refugees, and Democratization, Sophia AGLOS Working Paper Series no. 8, 2005. 
eg. MITA Chiyoko (ed.), Globalizacão: Analise Compreensiva a partir da Perspectiva Local e Regional, Sophia AGLOS Working 

Paper Series No. 14, 2007. 

 

eg. David L.WANK, Linda GROVE and James FARRER (eds.), Rethinking Locales in Globalization: China’s Shanxi Province in 
Comparative Perspective, Sophia AGLOS Working Paper Series no. 15, 2007. 
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②国際会議等の開催状況【公表】 

（事業実施期間中に開催した主な国際会議等の開催時期・場所、会議等の名称、参加人数（うち外国人参加者数）、主な招待講演者

（３名程度）） 

地域立脚型グローバル・スタディーズの構築に直接関係し、上智大学において開催した国際会議 

＊ 平成15年3月15-16日、上智大学、Conflict or Convergence? Regions in a Globalizing Age（拡散する紛争と難民－グ

ローバリゼーションは地球共同体を構築しうるのか？）、350（100）人、Saskia Sassen （シカゴ大学）、Francisco 
de ROUX（コロンビア・マグダレナ川中流域開発と和平プログラム）、Jeremy HOBBS（OXFAM代表）他。 

＊ 平成15年12月6-7日、上智大学、Prospects and Challenges for the World Polity: Global Norms in the Twenty-First 
Century（地球規模の政治社会に向かって－21世紀におけるグローバルな規範）、220（40）人、John W. MEYER
（スタンフォード大学）、James FERGUSON（スタンフォード大学）、Rodney Bruce HALL（オックスフォード

大学）他。 
＊ 平成16年12月4-5日、上智大学、Expanding Conflict and Refugees: Can Globalization Construct a Global Community?

（拡散する紛争と難民―グローバリゼーションは地球共同体を構築しうるのか？）、200（40）人、Mahendra P. Lama
（インド・ネルー大学）、Deky Alexander RUMAROPEN（インドネシア・農村開発財団）、Khadija ELMADMAD
（カサブランカ法学院）、Arturo ARIAS（レッドランド大学）。  

＊ 平成17年11月19-20日、上智大学、Consuming Religion: Globalization and Popular Beliefs（宗教を消費する－グロー

バル化時代の信仰のかたち）、150（30）人、大塚和夫（東京外国語大学）、Gregory STARRETT（ノースキャロ

ライナ大学）、Chalong SOONTRAVNICH（チュラロンコン大学）、Uma CHAKRAVARTI（デリー大学）。 
＊ 平成19年1月13日、上智大学、Reframing the World: Globalism, Nationalism, Fundamentalism（「グローバル」を視

る・生きる－共同体理念再考）、180（40）人、Harold JAMES（プリンストン大学）、Francisco de ROUX（コロ

ンビア・マグダレナ川中流域開発と和平プログラム）。 

グローバル・スタディーズ研究科開設に関連して、上智大学において開催した会議 

＊ 平成18年12月6日、上智大学、上智大学大学院グローバル・スタディーズ研究科開設記念シンポジウム「グロー

バル化時代の学術フロンティアへ」（Inaugural Symposium for the Graduate School of Global Studies: Sophia 
University Academic Frontiers for a Global Century）、120（40）人、蝋山道雄（上智大学名誉教授）、石井米雄（人

間文化研究機構）他。 

海外で開催した国際連携シンポジウム 

＊ 平成16年3月6日、エジプト・カイロ、Regional Views on Globalization: Egypt and Japan/Islam, Conflict and Globalization
（グローバル化へのそれぞれの視点－日本とエジプト／イスラーム、紛争、グローバル化）、40（30）人、（ア

ハラーム政治戦略研究センターと連携）、El Sayed YASSIN、Abdelaleem MOHAMED、Nabil ABEDEL FATTAH
（いずれもアハラーム政治戦略研究センター）他。 

＊ 平成17年3月4日、ブラジル・サンパウロ、Globalozacao: Analise Compreensiva a partir da Perspectiva Local e Regional
（地域から読み解くグローバル化）、サンパウロ大学哲学文学人文科学学部との連携）、120（110）人、Adolpho 
José MELFI、Sedi HIRANO、Paula MONTERO（いずれもサンパウロ大学）他。 

＊ 平成18年3月2-3日、メキシコ・グアダラハアラ、Pacific-Rim in a Globalizing Age: Changes of Political Logics, Value 
Chains and People’s Lives（グローバル化時代のアジア太平洋圏―政策・生産・消費ロジックの変化）、40（30）
人、Arturo SANTA-CRUZ、Robert Hernandez HERNANDEZ、Melba FALCK（いずれもグアダラハア大学）他。 

＊ 平成18年8月31日-9月1日、中国山西省普中市、Rethinking Locales in Globalization: Shanxi Province in Comparative 
Perspectives（グローバル化のなかの地域再考―比較の視座からみた山西省）、（晋中学院との連携）、50（40）
人、孫建中（晋中学院）、薬朝誠（山西財経大学）、John LEE（カリフォルニア大学）他。 

在カンボジア・上智大学アジア人材養成研究センターにおけるシンポジウム 

＊ 2002年12月27-29日、Towards Area-Based Global Studies: First Steps from Siem Reap, Cambodia（COEキック・オフ国

際シンポジウム―地域から発信するグローバル・スタディーズの方法論構築）、40（20）人、OUM Ravy（プノ

ンペン大学）、CHUCH Phoeum（カンボジア政府国務大臣）、Pisit CHAROENWONGASA（東南アジア文部大臣

機構考古芸術局長、タイ）他。 
＊ 平成16年3月12-14日、Cultural Heritage, Identity, and Information Technology: Angkor Wat and the Use of Three 

Dimensional Imaging Technology（文化遺産とアイデンティティとIT（情報技術）―アンコール・ワットと３次元

（3D）技術の活用）、80（65）人、SORASAK Pan（カンボジア政府国務次官）、THONGSA Sayavongkhamdy（ラ

オス情報省考古局長）、SOEUNG Kong（カンボジアAPSARA機構副総裁）他。 
＊ 平成17年2月21-22日、The Possibility of the Development of Cambodian-style Regional Autonomy?: The Voices of 

Farmers and Rural Folk（カンボジア版地域自立型発展は可能か－小さな民と農民の声を発信させよう）、60（45）
人、BUN Narith（APSARA総裁）、高橋文明（在カンボジア日本国大使）、Fabianne LUCO（フランス極東学院）

他。 
＊ 平成17年12月31日-平成18年1月1日、Cultural Heritage, Natural Environment and Tourism: International Contributions 

on Angkor Wat（文化遺産と環境と観光－アンコール・ワットを護る国際支援）、65（45）人、MOK Mareth（カ

ンボジア環境大臣）、U Ngunt Han（ミャンマー教育省）、LY Vanna（カンボジア王立芸術大学）。 
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２．教育活動実績【公表】 
博士課程等若手研究者の人材育成プログラムなど特色ある教育取組等についての、各取組の対象（選抜するものであればその方法を

含む）、実施時期、具体的内容 

① 研究助手の採用 

外国語学研究科（平成18年度よりグローバル・スタディーズ研究科）付きで、21世紀COE研究助手のポストを各年

次に2つ設け、公募により採用した。公募方法はホームページに公募要項を掲載した他、全国主要大学・大学院に書

面を郵送した。任期は1年だが、場合により2年まで更新可とした。これにより2003年度から06年度までの4年間に5
名を採用した。5名のうち3名は助手の任期満了後、本学（1名）、他大学（2名）に専任教員として採用され、残る1
名は日本学術振興会特別研究員（PD）、1名は本学の研究所研究員として研究を継続している。また、日本学術振興

会特別研究員（COE）を2名受け入れた。 

② 日本学術振興会特別研究員の受け入れ 
日本学術振興会特別研究員（DC）として、平成16年度に1名、平成18年度に別の1名を受け入れた。先に受け入れ

た1名は平成18年度に上述のCOE研究助手に採用され、平成19年度には他大学の専任講師に就任し、同年度にもう1
名も本学の助手として採用された。その他、事業推進担当者の指導学生が特別研究員（DC）等に採用されるよう、

研究推進から申請書作成までを含む支援体制を構築し、同時に他の研究教育機関からの特別研究員（PD）の受け入

れを促進した。事業推進担当者を受け入れ教員とする特別研究員は各年度DC、PDともに平均3名程度であった。 

③ 若手研究者の研究支援 

拠点を形成する専攻の博士後期課程の在学生および修了者を対象として、毎年度公募により「COE若手研究者」を

採用し、各自の研究計画にもとづき、主として海外でのフィールドワーク、資料調査のための調査旅費等を5年間で

延べ50名（平成14年度8名、15年度9名、16年度11名、17年度12名、18年度10名、複数年度で同一人の採用あり）に助

成した。年度によっては募集枠に対し応募者数が３～４倍になった。選考にあたっては、学内規定に基づき選考委員

会を設置し、研究計画、方法、業績、実現可能性等について厳正に審査した上で選考結果を学長に報告し、最終的な

承認を得た。こうした研究支援はとくに博士論文を完成させる上で重要な支援プログラムとなった。 

④ ポスドクの受け入れ 

上述の日本学術振興会特別研究員（PD）他のポスドクの学生は、本拠点を構成する専攻と不可分の関係にあるア

ジア文化研究所が共同研究員ないし客員研究員の身分を与えて、図書館利用等に便宜を図り研究の継続を支援した。

平成17年度からはイベロアメリカ研究所も同様の研究員受け入れを開始し、さらに平成18年度の全学的な検討を経

て、今後、これらの共同研究員に大学としての位置づけと受け入れを行う決定がなされた。 

⑤ 若手研究者による国際ワークショップ 

各年度に1度、「地域立脚型グローバル･スタディーズの構築」にかかわる国際シンポジウムを上智大学を会場に行

ってきたが、毎年その2日目には大学院生などの若手研究者のイニシアティブにより組織、運営するワークショップ

を開催した。当初は国際シンポジウムに海外から招聘した研究者をワークショップに招き、議論や質疑応答を行うと

いう形式で行われたが、後には若手研究者らが設定したテーマにしたがい、他大学の大学院生等を含む若手研究者が

研究発表を行い、国際シンポジウムのために来日した研究者らがコメンテーターを務めるという形式で進めた。使用

言語は英語である。 

⑥ 若手研究者の成果をワーキングペーパーとして出版 

若手研究者の研究成果は最終的には学会誌や論集所収論文として公刊されるが、その他の媒体としてAGLOS News、
Sophia AGLOS Working Papers Seriesを刊行した。『ある難民少女の物語―紛争後の東ティモールにおける人権運動の

批判的考察』（3号）、Muslim Struggles in the Era of Globalization（6号）、Conflicts, Refugees, and Democratization（8
号、若手論集）、『食の安全政策に関する日本・EUの比較研究』（10号）、Religion in Transformation（12号、若手

論集）、『｢その他後進諸階級｣と貧困の空間分析―ベンガール農村県世帯調査2004を用いて』（13号）等の他、4、9、
11、14、15号等の海外研究協力拠点における連携シンポジウム報告書にも若手研究者の論考が多数含まれている。 

⑦ 海外の連携シンポジウムで若手研究者が発表 

海外（エジプト、ブラジル、メキシコ、中国、カンボジア）における連携シンポジウム等で延べ27人の若手研究者

が研究発表を行った。使用言語は主として英語であった。 

⑧ 若手研究者が研究プロジェクトに参加 

当初の研究計画にそって事業推進担当者である教員と共に博士後期在籍者等の若手研究者が10を超える研究プロ

ジェクトに参加し、研究報告を行う他、主として海外におけるフィールドワークに参加する機会を提供した。こうし

た若手研究者らの研究成果の一部は「地域立脚型グローバル・スタディーズ叢書」で公刊される。 

⑨ 若手研究者による研究成果公開セミナー 

最終年度である平成18年度には、上述COE若手研究者に採用された者を中心に、研究成果を公表するための特別セ

ミナーを6回にわたり開催した。各回とも学内外から招聘したコメンテーターによる批評を受ける機会を提供した。

⑩ 大学院講義科目｢グローバル・スタディーズと地域研究｣を開講 

グローバル・スタディーズ研究科に各専攻の枠をこえた講義科目｢グローバル・スタディーズと地域研究｣を毎年度

開講し、事業推進担当者の輪講により、ジェンダー、市民権、人間の安全保障、移民、開発とNGO等のグローバル・

イシューにかかわるテーマについて考察している。 
 



機関名： 上智大学  拠点番号： Ｅ２１    ２１世紀ＣＯＥプログラム委員会における事後評価結果  （総括評価）  設定された目的はある程度達成された （コメント） 問題の立て方は斬新で成果が期待されたが、残念ながらその成果が見えてきていない。事業推進担当者はそれぞれに業績を上げてはいるが、問題意識を共有化する努力が十分ではなかったと思われ、本計画により「地域立脚型グローバル・スタディーズ」が構築されたとは、この事業結果報告書からは判断することが困難である。今後、緊密な問題意識を共有するための一層の努力を期待したい。 人材育成面については、若手研究者を積極的にＣＯＥ研究助手ならびに日本学術振興会特別研究員として採用したほか、公募により若手研究者を採用し、研究支援を行ったことは評価できるが、国際的な拠点を形成するという観点から、更なる努力が期待される。 研究活動面では、ワーキング・ペーパーのほか、「地域立脚型グローバル・スタディーズ叢書」の刊行が進められていることは評価できる。 補助事業終了後の持続的な展開については、本研究教育拠点形成計画の成果として、平成１８年度に、「グローバル・スタディーズ研究科」が開設されたことは評価できる。 世界の１２大学が参加したグローバルスタディーズの推進を目指す国際会議に招かれ、国際ネットワークの整備にリーダーシップを取るよう要請されたということは、国際的研究拠点としてある程度認められたことと評価でき、今後の展開に期待したい。  

 



機関名： 上智大学  拠点番号： Ｅ２１    
事後評価結果に対する意見申立て及び対応について   意見申立ての内容 意見申立てに対する対応 【申立て箇所】 問題の立て方は斬新で成果が期待されたが、残念ながらその成果が見えてきていない。事業推進担当者はそれぞれに業績を上げてはいるが、問題意識を共有化する努力が十分ではなかったと思われ、本計画により「地域立脚型グローバル・スタディーズ」が構築されたと判断することは困難である。今後、緊密な問題意識を共有するための一層の努力を期待したい。   【意見及び理由】 当該分野の国際的な研究潮流からみても、斉一な問題意識の共有や複眼的視点を欠いた成果の生産を求める貴委員会の姿勢自体が、人文社会科学を基盤とするこの新領域に対しそぐわないと言わざるをえない。この点は中間評価に際しても再三指摘した。 地域立脚型グローバル・スタディーズは、地域とグローバリズムの連関に関する多彩な問題意識に特徴があり、これらの積み上げに基づいて、画一性を志向した既存のグローバル・スタディーズを批判的に再構築することにこそ、本拠点が切り拓いた新たな学問的地平の独創性が認められるのである。 今回、「地域立脚型グローバル・スタディーズ叢書」の刊行が貴委員会に評価されているが、まさにこの中で、「拠点リーダーを中心に経済学、政治学、社会学、人類学、歴史学などを専門とする事業推進担当者、若手研究者、研究協力者が結集し、グローバル社会の展開を巡る理論・概念整理を行い、その研究成果を上記叢書の第1巻としてまとめた」（事業結果報告書様式２、６頁）ことにより、地域に根ざした多彩な問題意識を積み上げ、新たなグローバル

【対応】 以下の通り修正する。 問題の立て方は斬新で成果が期待されたが、残念ながらその成果が見えてきていない。事業推進担当者はそれぞれに業績を上げてはいるが、問題意識を共有化する努力が十分ではなかったと思われ、本計画により「地域立脚型グローバル・スタディーズ」が構築されたとは、この事業結果報告書からは判断することが困難である。今後、緊密な問題意識を共有するための一層の努力を期待したい。  【理由】 個々の事業推進担当者の業績を評価した上で、「地域立脚型グローバル・スタディーズ」研究教育拠点としての成果が事業結果報告書では、十分に明らかとなっていないことを指摘したものであり、その趣旨が明確になるよう修正した。                



化理論の再構築を行った。本拠点の最大成果である『グローバル社会のダイナミズム―理論と展望』（地域立脚型グローバル・スタディーズ叢書第１巻）を踏まえずに「成果が見えてきていない」とするのは妥当性を欠く。 評価前提の再検討を求める。 【申立て箇所】 人材育成面については、若手研究者を積極的にCOE研究助手ならびに日本学術振興会特別研究員として採用したほか、公募により若手研究者を採用し、研究支援を行ったことは、ある程度評価できる。     【意見及び理由】 事業結果報告書様式２、５頁において述べたように、本拠点では「国際的な研究発表に重点を置いた拠点形成活動への主体的参画を通じ、本拠点で若手研究者を育成した結果、専攻の多くの学生が事業推進担当者の指導下に本拠点事業に関わることとなり、学生の成果発表数もかなりの伸びを示し、博士号の授与数も顕著に増加し、さらには国内外の機関に教育研究職を得て、国際的に活躍する人材を輩出することができ」、具体的には、金沢大学、清泉女子大学、名古屋市立大学、立命館アジア太平洋大学などの日本国内の大学のほか、プノンペン王立芸術大学、カンボジア王立芸術大学、チュニジア大学（事業結果報告書様式４－２）など海外の大学に就職し、活躍する人材を複数養成した。 21世紀COEプログラムの本旨に鑑みたとき、こうした国際的な人材育成の成果に言及することなく、「ある程度」しか評価しない理由が不明である。 人材育成に国際性の視点を加えるとともに、下線部削除されたい。 【申立て箇所】 世界の１２大学が参加したグローバルスタディーズの推進を目指す国際会議に招かれ、国際ネットワ

      【対応】 以下の通り修正する。 人材育成面については、若手研究者を積極的にCOE研究助手ならびに日本学術振興会特別研究員として採用したほか、公募により若手研究者を採用し、研究支援を行ったことは評価できるが、国際的な拠点を形成するという観点から、更なる努力が期待される。  【理由】 申立ての内容は加味した上で、国際的な拠点形成の観点から、更なる発展を期待した指摘であるが、申立てを踏まえ、その趣旨がより明確になるよう修正した。                【対応】 以下のとおり修正する。 世界の１２大学が参加したグローバルスタディー



ークの整備にリーダーシップを取るよう要請されたということは、国際的研究拠点として認められたことであり、ある程度評価でき、今後の展開が期待される。  【意見及び理由】 「世界トップレベルの大学と伍して教育及び研究活動」を行っていくことは、本来、21世紀COEプログラムの主要目的であったはずだが、世界的研究教育拠点として、海外の専門家たちにより国際的に認知されたことが「ある程度」の評価にとどまる理由が不明である。 下線部削除されたい。 

ズの推進を目指す国際会議に招かれ、国際ネットワークの整備にリーダーシップを取るよう要請されたということは、国際的研究拠点としてある程度認められたことと評価でき、今後の展開に期待したい。  【理由】 申立ての内容は加味した上で、国際的な拠点形成の観点から、今後の展開を期待した指摘であるが、申立てを踏まえ、その趣旨がより明確になるよう修正した。   


